
乗って残そう！生活路線バス

みんなで考え行動しよう！地球温暖化防止

公共交通を考える市民の集い

■７月１３日（日）午後２時～

■長野市生涯学習センター

（TOiGO WEST４階）

主催：「公共交通を考える市民の集い」実行委員会

後援：長野市／長野市教育委員会
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プログラム

◆開会のあいさつ

◆実行委員長あいさつ 茅 野 實 （県環境保全協会・会長）

◆問題提起「公共交通の『今』を考える」

講師：鈴 木 文 彦 氏（交通ジャーナリスト）

◆シンポジウム

《コーディネーター》

鈴 木 文 彦 氏 交通ジャーナリスト

《パネリスト》

鷲 澤 正 一 氏 長野市長

茅 野 實 氏 集い実行委員長・県環境保全協会長

青 柳 正 博 氏 川中島バス代表取締役社長

若 林 茂 氏 県私鉄労働組合連合会書記長

◆閉会のあいさつ

講師のプロフィール・鈴木文彦（すずきふみひこ）さん

1956 年（昭和 31） 山梨県甲府市生

交通ジャーナリスト

特定非営利活動法人日本バス文化保存振興委員会（NPO バス保存会）副理事長

月刊雑誌「鉄道ジャーナル」にレギュラーとしてバス・ローカル鉄道の記事を執筆

するほか、バス・鉄道に関する論文・取材記事多数あり。国土交通省の「今後のバ

スサービス活性化方策検討小委員会」などの委員を務めるほか、地方自治体の交通

政策・交通事業者・交通労働組合等でアドバイザー、講演活動を行う。また、バス

マップ等のインフォメーション制作、バス関連イベントのコーディネートも行う。

主な著書に『路線バスの現在・未来』『バス車両の進化を辿る』など。

＜学歴＞

東北大学理学部地学系卒業（1981）

東京学芸大学大学院修士課程（地理学）修了（1984）
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公共交通の『今』を考える

交通ジャーナリスト 鈴木文彦

１．これでよいのかマイカー依存社会

＜ポイント＞・少子高齢化社会～高齢ドライバーの安全問題

これからの移動を誰が支える?

・送迎の負担

・地球温暖化の防止～喫緊の課題

・交通混雑による経済的損失

・マイカーから公共交通への転換の必要性

２．公共交通は重要な社会資本

＜ポイント＞・規制緩和～乗合バス・地方鉄道廃止の動き

・交通空白地域の存在～交通弱者の足

・市町村合併で交通はより大きな課題に

・公共交通は社会的なインフラ（公共財的位置づけ・社会資本）

・しかし公共交通の経営は大都市圏以外では成立が難しい

・このギャップをどう埋めていくかがこれからの大きな課題

３．なぜ公共交通が活性化できなかったのか

＜ポイント＞・公共交通の社会的位置づけの曖昧さ

・交通事業者の意識改革の遅れ～発想の転換

・赤字補助による対策に終始

・他人任せの公共交通対策

・落とし穴に陥っていた行政

・コスト負担と責任分担のあり方を考える

・「対策」から「政策」への進化

４．これからの公共交通政策の考え方

＜ポイント＞・交通はネットワーク

～広域的な交通体系づくりと個別地域の対応策は車の両輪

・全体計画＋短期・中長期計画

・既存交通機関の評価～新しくつくるだけが改善ではない

・機能分担による体系づくり～メリハリをつけた交通体系

・幹線機能と支線機能を組み合わせる

・公共交通のメニューと適材適所

・わかりやすい交通

・「環境」の観点からの負担のあり方の検討

問題提起：「公共交通の『今』を考える」
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５．利用してもらえる地域公共交通をつくる

＜ポイント＞・交通は利用してもらって初めて存在価値がある

～空気を運ぶバスへの支援では住民コンセンサスは得られない

・コンセプトの曖昧さとニーズ調査の不足

・どんな人がどこへ何をしに行きたいのか～本音のニーズの発掘

・成功事例に影響されないこと～現地に合った自前の計画

・弱者に配慮した公共交通

・外来客・観光客に配慮した交通機関

・「使える」公共交通へ

６．持続できる公共交通

＜ポイント＞・バスは万能ではない～バスの可能性と限界の両方を見極める

・バスの限界を超えた部分～乗合タクシー・デマンドシステムなど

・なるべく低コストのシステムを考える～小需要に見合った負担

・重いシステムを導入すると続かない

・どこかに過大な負担がかからない方式

・きちんと採算性・負担のあり方の議論をする

・身の丈にあった計画を

・まちづくりと“人が動くこと”は一体

・福祉・教育・観光など多分野との連携と役割分担

・地域の実情に合った仕組みをつくる

・「利用して残す」「乗って生かす」ことが基本

７．みんなが公共交通の当時者

＜ポイント＞・大切なことは持続させること

・他人任せからの脱却

・行政が一方的に与える仕組みからの脱却

・本当に必要なものなら地域のみんなでつくり支えることが必要

・みんなができることを考え実行～行政・事業者・住民の役割分担

・お金は出せなくても知恵を出し汗をかく

８．地方自治体・交通事業者・住民の役割

＜ポイント＞◆地方自治体

・社会資本たる公共交通に積極的に関与する

・効果的な財政負担～赤字補填から社会的投資への転換

・満遍なく拡大することが公平ではない

・自ら頑張るところに優先的に財政支援するのはむしろ公平

・住民が動くきっかけづくり

・「当事者」間のコーディネーター～信頼関係づくり

・「人」づくり・「人」の発掘

・現実とどうしたいのか、どう考えているのかを明確に情報公開

・「本気」で取り組む姿勢
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◆交通事業者

・元気になるために～発想の転換とモチベーション

・運行のノウハウ／安全・非常時対応力

・事業者による提案・プロポーザル

・適切なインフォメーション

・もう一度利用者の視点に立って

◆住民

・本当に「なければ困る」のか～地域で十分な議論

・行政や他人を当てにする意識からの脱却

・地域バス交通を自分の問題として

できることはいろいろある

例えば～自分たちのバスは自分たちでつくる／電気や水道と同じライフライン～

その存在に対して「基本料金」／少しの不便は我慢して地域のみんなのために公

共交通を利用する／何らかの形で資金負担する（回数券購入・会員制など）／10

年先の必要性のため今からみんなで基金を積み立てる／バス停を自分たちで作

る・維持する／沿線の企業・商店・病院などに協賛を求める

みんなが「当事者」になって地域交通をつくり・守り・育てる

【メモ】
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◆信濃毎日新聞（08.06.06 付け）

川中島バスが提示した不採算路線の見直し案・関連記事



- 6 -

◆信濃毎日新聞（08.06.06 付け）
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◆長野市民新聞（08.06.06 付け）
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◆長野市民新聞（08.06.12 付け）
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◆長野市民新聞（08.06.12 付け）前頁の続き
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◆信濃毎日新聞（08.05.09 付け）

県議会等の動き
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◆信濃毎日新聞（08.07.02 付け）
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長野県議会・公共交通等調査特別委員会・調査報告書より抜粋
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◆地方圏における公共交通分担率の推移（０７国土交通白書より）

◆一世帯当たり自家用車保有台数の推移（０７国土交通白書より）

◆買い物での自家用車利用状況

（０７国土交通白書より）

国土交通白書（２００７／２００８）より抜粋
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◆外出時の傷害（０７国土交通白書より）

◆どうすれば公共交通の利用回数を増やせるか

（地球温暖化に関する意識調査Ｈ１９年１２月）…（０８国土交通白書より）
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◆地球環境問題に関する関心…（０８国土交通白書より）

◆地球温暖対策に伴う経済的負担に対する国民意識…（０８国土交通白書より）

◆輸送量当たりのＣＯ２排出量（Ｈ１７年度）…（０８国土交通白書より）

◆08 旅客輸送の分担率の推移（ひとキロベー

ス）…（０８国土交通白書より）
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◆公共交通利用促進等マネジメント協議会…（０８国土交通白書より）

◆新たな運輸安全マネジメント評価の実施イメージ…（０８国土交通白書より）
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地域公共交通の活性化及び再生に関する法律関連
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◆図３－１ 温室効果ガス排出量の推移グラフ（1990～2004 年度）

◆表３－１ 温室効果ガス排出量の推移表（1990～2004 年度）

年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

県内ＣＯ２排出

量
13,126 13,408 13,874 13,768 14,789 14,754 14,957 15,245

1990 年度比 － 102.1% 105.7% 104.9% 112.7% 112.4% 114.0% 116.1%

県内温室効果

ガス総排出量
15,311 15,598 16,095 15,968 16,985 16,906 17,609 17,598

1990 年度比 － 101.9% 105.1% 104.3% 110.9% 110.4% 115.0% 114.9%

年度 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
全国 2004

排出状況

県内ＣＯ２排出

量
14,938 15,664 15,579 15,796 17,336 16,334 16,150 1,287,602

1990 年度比 113.8% 119.3% 118.7% 120.3% 132.1% 124.4% 123.0% 112.5%

県内温室効果

ガス総排出量
17,179 17,475 17,252 17,331 18,673 17,667 17,450 1,356,989

1990 年度比 112.2% 114.1% 112.7% 113.2% 122.0% 115.4% 114.0% 107.6%

◆第４章 温室効果ガスの削減目標より

１ 削減目標

2007 年 6 月に開催されたハイリゲンダム・サミットでは「2050 年までに世界全体の温室効

果ガスの排出量を少なくとも半減することを真剣に検討する」ことが合意されたほか、同年 12

月に開催された気候変動枠組条約第 13 回締約国会議(ＣＯＰ13)では、京都議定書後の新た

な枠組みを 2009 年までに合意するとした行程表「バリ・ロードマップ」が採択されるなど、温暖

化対策のための長期的な取組が始まろうとしています。先進国の一員である日本の削減量は、

長期的には 50％をはるかに超えるものとなることが予想されます。

このような動きの中で、この計画を長野県での温室効果ガスの長期的な排出削減を可能に

するための第一歩として位置づけ、適切な削減目標を設定し、その目標達成に向けて着実に

取り組む必要があります。

この目標は、人口減少などによる温室効果ガスの排出量の減少や、長野県の森林吸収量を

加味しただけでは達成できません。県民一人ひとりが第５章で述べるような様々な取組を行っ

長野県地球温暖化防止県民計画より抜粋
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てはじめて達成できるものです。

（１） 目標年度

目標年度は、「京都議定書」の第 1 約束期間（2008 年～2012 年）の最終年度である 2012

年度とします。

（２） 基準年度

基準年度は、「京都議定書」の基準年度である 1990 年度とします。

（３） 目標

県内における温室効果ガスの総排出量を、2012 年度までに、1990年度比で６％削減します。

長期的には 2050 年度までに 50％を超える削減を目指します。
＊IPCC 第４次評価報告書第３作業部会報告書では、2050 年に産業革命からの世界の平均気温

の上昇を 2.0～2.4℃に抑えるには、二酸化炭素排出量を 2000 年比 50～85％の削減が必要と報告

されている。なお、2007 年 12 月に開催されたＣＯＰ13 では、EU（欧州連合）が「先進国は 2050 年

までに 1990 年比 60～80％の温室効果ガス排出量を削減すること」を求めた。

◆表４－１ 部門別目標

部 門
二酸化炭素排出量(千トン-ＣＯ２) 原単位あたりの削減目標

2012 年度 2004 年度 1990 年度 (2004 年度比)

二酸化炭素

業務部門 3,600 4,005 2,578 －

家庭部門 2,600 2,919 2,317 420kg-ＣＯ２ /一世帯

産業部門 4,050 4,404 4,201 －

運輸部門 3,950 4,638 3,870 400kg-ＣＯ２ /一車両

廃棄物部門 150 180 154 39kg-ＣＯ２ /一世帯

小計 14,350 16,150 13,126 －

二酸化炭素以外の温室効果

ガス

1,490 1,300 2,186 －

森林吸収量 -1,457 － － －

計 14,383 17,450 15,311 －

◆図４－１ 温室効果ガス排出削減目標
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７／１３「公共交通を考える市民の集い」実行委員会

事務局 長野市県町５３２－３県労働会館内

☎ （ ２ ３ ５ ） ３ ３ ２ ５


